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　近年，特別支援教育を必要とする児童は増加してお
り（文部科学省，2019），教育現場では児童の状態に応
じた支援が行われている。文部科学省（2012）の調査
によると，通常学級において，「学習面又は行動面で著
しい困難を示す」児童生徒の割合は，6.5％であること
が明らかになっている。さらに，「発達障害を含む障害
のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイド
ライン」（文部科学省，2017）では，特別支援教育の対
象を発達障害のみならず，教育上特別の支援を必要と
する全ての児童等に拡大している。したがって，現在
の学校現場では，教室内において，特別な教育的ニー
ズのある児童への支援が日常的に行われていると考え
られる。
　支援の対象となるような児童の行動としては，具体
的には，不適切な会話，勝手な行動，興奮，立ち歩き
等が挙げられる（平澤・神野・廣嶌，2006）。また，目
立ちやすく，行動観察のしやすい妨害行動や攻撃行動
だけでなく，手遊びやよそ見といった，授業中におい
ては適切でない行動も支援の対象として挙げられる（馬
場・佐藤・松見，2013）。このような児童の行動に，教
師は対応する必要がある。そのため，教師には，教科

に関する専門的知識に留まらず，特別な支援を要する
児童への理解等の多岐にわたる専門的な知識やスキル
が求められている（文部科学省，2020）。その一つとし
て，応用行動分析（Applied Behavior Analysis）の観点
に基づいた支援が注目されている。
　応用行動分析では，「個人と環境の相互作用」から行
動をとらえ，「行動（behavior：B）」はきっかけとなる
「先行事象（antecedent：A）」と行動の後に存在する「後
続事象（consequence：C）」の影響を受けるとする。こ
の「A-B-C」の三項随伴性の枠組みで行動を捉えて分
析していく。この理論と技法を用いた問題解決は，様々
な領域で実践されており（山本・武藤・鎌倉，2015），
教育現場もその一つである（Alberto & Troutman，1999）。
欧米では，児童理解や支援に関する研究が多数行われ
ている（Perihan & Bicer，2021；Robinson & St. Peter，
2019；Stahr, Cushing, Lane, & Fox, 2006）。日本において
も，実践報告がなされている（道城・松見・井上，2004；
馬場・佐藤・松見，2013）。例えば，大久保・福永・井
上（2007）は，小学校通常学級に在籍する児童を対象
に，他児童へのちょっかいや暴力等の行動に対して行
動的支援を行った。はじめに，適切な行動をしている
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場面と問題となる行動をしている場面における機能分
析を実施し，続いて，適切な行動の増加のために先行
子（先行事象）操作や結果（後続事象）操作による支
援を実施した。その結果，対象児の授業参加や課題従
事行動が増加し，問題となる行動が減少したことを報
告している。また，庭山・松見（2016）は，小学校通
常学級に在籍する児童の離席行動と授業参加行動を標
的行動として，教師からのプロンプトやフィードバッ
クによって児童への支援を実施した。その結果，離席
率が減少し，授業参加率が増加したことを報告してい
る。このように，応用行動分析の観点を用いることは，
児童の適切な行動を増やし，問題となる行動を減らす
ことにつながるため，有効な支援方法の一つと考えら
れる。
　教師が応用行動分析に関する知識やスキルを獲得す
るための機会としては，研修が挙げられる。教師を対
象とした研修に関する研究では，効果的な支援を教師
が実行するためには，行動の機能の理解や演習の重要
性が示されている（Grey, Honan, Mcclean, & Daly, 2005）。
つまり，教師が応用行動分析に基づく考え方を理解す
ることで，児童の行動上の問題に対して具体的な対応
策を立案し，実行できるようになると考えられる（Staff 
et al.，2021）。しかしながら，教師を対象とした研修実
施に関する研究報告は少ない。
　以上をまとめると，応用行動分析の観点は児童への
効果的な支援につながる可能性が高いにも関わらず，
その観点を教師が学ぶ機会である研修に関する研究は
少なく，教育現場に普及しているとは言い難い。今後，
教師を対象とした研修を広め，研修の有用性を高める
ためには，まずは，教師に対してどのような研修が実
施され，どのような効果をもたらしているのかについ
ての現状を整理する必要がある。そこで，本研究では，
日本の教師を対象とした研修に関する文献のうち，応
用行動分析等の行動的支援に関する内容の文献を整理
し，現状と今後の課題を明らかにすることを目的とす
る。

方 法
　文献検索は，日本国内で公刊された学術論文を対象
とし，国立情報学研究所が提供する NII学術情報ナビ
ゲーターCiNiiを用いて電子検索を行った。検索実施
日は 2022年 4月 23日であった。データベース検索で
は，検索の対象期間の制限は設けず，フリーワードに
おいて，「教師」，「研修」，「機能的アセスメント」，「行
動分析」，「トレーニング」を組み合わせて検索した。
その結果，「教師」「研修」「機能的アセスメント」を含
む論文 8編，「教師」「研修」「行動分析」を含む論文
12編，「教師」「研修」「トレーニング」を含む論文 18
編，「機能的アセスメント」と「行動分析」を含む論文
37編，「機能的アセスメント」と「トレーニング」を

含む論文 14編，「行動分析」と「トレーニング」を含
む論文 117編，合計 206編が収集された。そのうち重
複する 6編を除外し，200編に整理した。次に，タイ
トルおよび抄録を読み，（1）介入研究としてデータを
伴う論文であること，（2）教師を対象としていること，
（3）行動分析学に関連する内容であること，（4）査読
つきの学会誌および学術誌に刊行された論文であるこ
とを選択基準として設定して，スクリーニングを実施
した。スクリーニングは第一著者が行った。その結果，
190編が除外され，10編を抽出した。続いて，適格基
準として，独立変数と従属変数が明確であること，集
団型の介入であることを設定した結果，4編が除外さ
れ，研究対象論文として 6編を採用した。論文抽出の
プロセスを Figureに示した。

結 果
　文献検索の結果，基準を満たした論文として 6編が
抽出された。これらを概観し，教師を対象とした研修
の現状を把握するために，「参加者」，「研修形式と回
数」，「研修内容」，「研修時期」，「研修の実施場所」，「評
価方法」，「研修の効果」，「研究における課題」に分類
し，内容を検討した（Table 1-1，1-2）。
参加者
　抽出された論文のうち，特別支援学校の教師を対象
としたものが 3編，特別支援学校と特別支援学級の教
師を対象としたものが 1編，公立小学校教師を対象と
したものが 2編であった。公立小学校を対象としたも
ののうち 1編は，担任と特別支援教育コーディネーター
を対象としていた。
研修形式と回数
　抽出された論文のうち，講義と演習によるものが 3
編，講義と演習とホームワークによるものが 3編であっ
た。回数に関しては，研修回数が 1回のものが 3編，
複数回実施されたものが 3編であった。研修回数が 1
回のものはいずれも 3時間の実施であった。複数回実
施された 3編のそれぞれの合計時間は，1編は 6時間，
1編は 9時間，1編は 12時間であった。
研修内容
　抽出された論文の研修内容を，講義，演習，ホーム
ワークに分けてまとめる。
　講義は，ABC分析等による行動問題の捉え方や生起
要因について，先行子操作や結果操作等を含めた機能
的アセスメントに基づいた支援計画の作成に関する内
容についてであった。
　演習は，講義に引き続いて行われ，行動問題の機能
分析や支援計画を立案する，架空事例のケース会議を
体験する，という内容であった。文献によっては，独
自に作成したワークシートを用いていた。ワークシー
トの内容は，参加者自身が挙げた事例に対して，問題
となる行動の三項随伴性や代替行動，望ましい行動，
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Figure　文献の抽出プロセス。

データベースによって特定された論⽂数
 n=206
（教師，研修，機能的アセスメント：n=8）
（教師，研修，⾏動分析：n=12）
（教師，研修，トレーニング：n=18）
（機能的アセスメント，⾏動分析：n=37）
（機能的アセスメント，トレーニング：n=14）
（⾏動分析，トレーニング：n=117）

スクリーニング前に除外
 n=6
・重複（n=6）

スクリーニングした論⽂
 n=200

スクリーニングによって除外された論⽂
 n=190
・介⼊研究ではない（n=37）
・教師対象ではない（n=75)
・⾏動分析を扱っていない（n=10）
・シンポジウムやポスター発表（n=68）

スクリーニングによって抽出された論⽂
 n=10

適格基準によって除外された論⽂
 n=4
・独⽴変数と従属変数が明確でない
（n=3）
・集団型の介⼊ではない（n=1）

適格基準を通過した論⽂
 n=6

研究に採⽤された論⽂
 n=6

Figure ⽂献の抽出プロセス
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段
階
で
，
そ
の
よ
う
に
三

項
随
伴
性
の
情
報
を
⼊
⼿
す
る
か
と
い
う
問
題

が
あ
る
。
就
学
時
は
⾏
動
問
題
に
関
す
る
情
報

は
不
⾜
す
る
た
め
，
校
内
に
お
い
て
有
効
な
⽀

援
情
報
を
検
討
し
た
り
，
校
内
研
修
を
⾏
う
等

の
サ
ポ
ー
ト
体
制
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

Ta
bl
e1
-1
 
本
研
究
の
分
析
対
象
と
な
っ
た
論
⽂
と
各
項
⽬
の
ま
と
め
①
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Ta
bl

e 
1-

2
本
研
究
の
分
析
対
象
と
な
っ
た
論
文
と
各
項
目
の
ま
と
め
②

著
者

(年
号
）

参
加
者

研
修
形
式
と
回
数

研
修
内
容

研
修
時
期

研
修
の
実
施

場
所

評
価
方
法

研
修
の
効
果

研
究
に
お
け
る
課
題

加
藤
・
小

笠
原

（
20
16
）

特
別
支
援

学
校
教
師

（
1回
目
5

名
，
2回

目
6名
，
3

回
目
6

名
，
計
17

名
）

講
義
と
演
習
，

ホ
ー
ム
ワ
ー
ク
。

1回
2時
間
全
6

回
，
終
了
後
3ヶ
月

を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
期
間
。

こ
れ
を
3回
実
施
。

・
講
義
：
応
用
行
動
分
析
に
関
す
る
基
本
的
な
知
識
や

機
能
的
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施
方
法
，
支
援
計
画
の
作

成
方
法
に
関
す
る
内
容

・
演
習
：
各
参
加
者
の
挙
げ
た
事
例
に
つ
い
て
実
施
し

た
（
行
動
を
具
体
的
に
記
述
す
る
，
行
動
を
記
録
す

る
，
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
結
果
か
ら
行
動
の
機
能
を
推
定

す
る
，
問
題
と
な
る
行
動
の
代
替
行
動
・
望
ま
し
い
行

動
を
設
定
す
る
，
支
援
計
画
を
作
成
す
る
）

・
ホ
ー
ム
ワ
ー
ク
：
機
能
的
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
支
援
計

画
作
成
に
必
要
な
情
報
を
収
集
す
る
た
め
に
，
文
献
に

基
づ
い
た
質
問
紙
の
実
施
，
行
動
観
察
と
記
録

記
載
な
し

記
載
な
し

支
援
の
困
難
に
関
す
る
質
問
紙
（
5件
法
）
を
作
成

し
，
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
各
段
階
に
お
い
て
回
答
割
合

を
算
出
し
た
。

・
知
的
障
害
特
別
支
援
学
校
の
教
師

が
行
動
問
題
の
支
援
過
程
に
お
い
て

直
面
す
る
困
難
と
し
て
，
問
題
と
な

る
行
動
に
つ
い
て
の
情
報
収
集
，
行

動
の
記
録
，
計
画
の
実
行
に
関
し
て

が
挙
げ
ら
れ
た
。

・
参
加
者
は
勤
務
す
る
学
校
外
の
学
習
会
に

自
主
的
に
参
加
す
る
形
で
あ
っ
た
た
め
，
得

ら
れ
た
知
見
を
一
般
化
す
る
の
は
難
し
い
。

今
後
は
，
参
加
者
を
ラ
ン
ダ
ム
に
抽
出
す
る

等
し
て
，
追
試
を
す
る
必
要
が
あ
る
。

平
澤

（
20
08
）

教
師
（
20

名
）
（
特

別
支
援
学

校
（
知

的
）
8

名
，
小
中

学
の
特
別

支
援
学
級

12
名
）

講
義
60
分
，
演
習

12
0分
。

・
講
義
：
行
動
問
題
の
捉
え
方
，
行
動
問
題
の
生
起
要

因
，
機
能
的
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
そ
れ
に
基
づ
く
支
援
に

関
す
る
概
要

・
演
習
：
演
習
シ
ー
ト
を
使
用
し
て
，
支
援
方
針
か
ら

実
行
プ
ラ
ン
を
説
明
し
た
後
，
対
象
者
が
担
当
し
て
い

る
児
童
1名
の
最
も
困
る
行
動
問
題
を
1つ
取
り
上
げ

て
，
行
動
問
題
の
様
子
，
行
動
問
題
が
最
も
生
じ
や
す

い
/生
じ
に
く
い
時
期
・
活
動
・
か
か
わ
り
，
行
動
問
題

に
よ
っ
て
得
て
い
る
結
果
，
行
動
問
題
の
生
起
要
因
，

生
起
要
因
に
基
づ
く
支
援
方
針
，
実
行
プ
ラ
ン
，
研
修

前
の
対
応
と
そ
の
効
果
に
つ
い
て
記
入
す
る

6月
初
旬

記
載
な
し

・
研
修
前
後
に
お
け
る
「
教
師
の
対
応
と
そ
の
効

果
」
に
関
す
る
5段
階
評
価
の
平
均
点
の
差
を
ｔ
検

定
で
分
析
し
た
。

・
計
画
し
た
支
援
の
実
行
度
に
関
す
る
自
由
記
述

の
内
容
を
整
理
，
分
類
し
た
。

・
「
行
動
問
題
の
結
果
操
作
」
か
ら

「
行
動
問
題
へ
の
先
行
子
操
作
」
に

変
化
し
，
そ
の
効
果
と
し
て
「
行
動

問
題
の
減
少
」
が
よ
り
確
実
に
な
っ

た
。
・
「
望
ま
し
い
行
動
へ
の
先
行
子
操

作
」
や
「
望
ま
し
い
行
動
の
増
加
」

へ
の
変
化
も
見
ら
れ
た
が
，
評
価
の

ば
ら
つ
き
が
生
じ
た
。

・
行
動
問
題
が
生
じ
て
い
る
場
面
で
，
教
師

と
児
童
の
双
方
が
実
行
で
き
る
支
援
手
続
き

が
重
要
で
あ
る
た
め
，
文
脈
整
合
性
を
検
討

す
る
た
め
の
具
体
的
な
指
針
が
必
要
で
あ

る
。
授
業
に
お
け
る
望
ま
し
い
行
動
は
単
一

で
は
な
く
，
複
数
の
標
的
行
動
が
生
じ
る
た

め
，
課
題
分
析
と
併
用
し
な
が
ら
，
望
ま
し

い
行
動
へ
の
包
括
的
な
支
援
手
続
き
を
明
ら

か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

半
田
・
加

藤 （
20
21
）

知
的
障
害

特
別
支
援

学
校
教
師

4名

講
義
（
説
明
・
演

習
）
と
ホ
ー
ム

ワ
ー
ク
。

全
4回
。
1回
2時

間
15
分
。

・
説
明
：
行
動
問
題
の
定
義
，
記
録
方
法
に
つ
い
て
，

AB
C分
析
，
機
能
の
推
定
，
適
応
行
動
の
選
定
，
結
果

操
作
，
先
行
子
操
作

・
演
習
：
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
を
用
い
て
，
参
加
者
が
対
応

に
苦
慮
し
て
い
る
児
童
の
行
動
問
題
を
書
き
出
す
，
標

的
行
動
の
AB
C分
析
を
す
で
に
学
習
分
析
と
機
能
推

定
，
代
替
行
動
の
選
定
，
行
動
支
援
計
画
の
作
成

・
ホ
ー
ム
ワ
ー
ク
：
講
義
の
内
容
を
実
践
す
る

8月
か
ら
11

月
の
平
日
に

月
1回
実

施
。

記
載
な
し

・
架
空
事
例
に
対
す
る
行
動
支
援
計
画
の
立
案
内

容
を
先
行
子
操
作
，
適
応
行
動
の
指
導
，
結
果
操

作
な
ど
の
支
援
手
続
き
に
分
類
し
，
各
支
援
手
続

き
が
立
案
さ
れ
た
割
合
を
算
出
し
た
。

・
応
用
行
動
分
析
に
関
す
る
知
識
テ
ス
ト
を
研
修

前
後
で
比
較
。

・
対
象
児
童
の
標
的
行
動
の
変
容
に
関
す
る
記

録
。

・
架
空
事
例
に
対
す
る
行
動
支
援
計

画
の
立
案
内
容
と
応
用
行
動
分
析
に

関
す
る
知
識
が
向
上
し
，
児
童
生
徒

の
行
動
問
題
が
減
少
し
た
。

・
研
修
で
扱
わ
な
か
っ
た
問
題
行
動
に
つ
い

て
専
門
家
の
助
け
な
く
支
援
計
画
を
立
案
で

き
る
か
と
い
っ
た
般
化
に
関
す
る
評
価
の
必

要
性
が
指
摘
さ
れ
る
。

・
参
加
者
が
少
な
い
た
め
，
追
試
や
対
照
群

の
設
定
に
よ
っ
て
，
外
的
妥
当
性
を
検
討
す

る
必
要
が
あ
る
。
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支援計画について等を考え，記入するものであった。
　ホームワークは，支援計画作成に必要な情報を収集
するための質問紙（研修に参加した教師が回答する），
支援対象となる児童の行動観察と記録，演習で作成し
た支援計画の実践，といった内容であった。
研修時期
　抽出された論文のうち，夏期休業中に実施されたも
のが 2編，6月初旬に実施されたものが 1編，11月の
休日に実施されたものが 1編，8月から 11月にかけて
の平日に実施されたものが 1編，記載なしが 1編であっ
た。
研修の実施場所
　抽出された論文のうち，研究参加者の所属する校内
で実施されたものが 2編，校外で実施されたものが 3
編，記載なしが 1編であった。
評価方法
　抽出された論文のいずれにおいても，研修の前後差
を比較し評価していた。評価内容は以下であった。質
問紙を用いて架空事例に対する支援方法の視点を，事
前に 24項目作成し，研修前後で若手教師とベテラン教
師を比較したものが 1編，問題となる行動の原因や解
決策についてのテストを作成し，その回答数や正答率
等を研修前後で比較したものが 1編，参加者が作成し
た行動支援計画について評価基準を設け，専門家によ
る評価を研修前後で比較し，さらに，対象児の行動問
題の生起数の変化も研修前後で比較したものが 1編，
アセスメントや支援の実行に関する困難さについて研
修の各段階で回答し，割合を算出したものが 1編，教
師の対応とその効果に関する質問を研修前後で実施し
て，回答を比較することに加えて，計画した支援の実
行度に関して自由記述で回答するものが 1編，架空事
例に対する行動支援計画の内容について，先行事象の
操作や適応的な行動の指導といった支援手続きの内容
を分類し，その割合を研修前後で比較するとともに，
応用行動分析に関する知識テストと対象児の標的行動
の変化に関する記録も研修前後で比較したものが 1編
であった。
研修の効果
　抽出された論文 6編の全てにおいて，研修前後で教
師に変化があり，一定の効果があったと報告された。
具体的には，三項随伴性に準拠する記述が増えたこと
で支援内容が具体的になったという報告，行動問題の
後続事象の操作だけでなく，先行事象の操作に関する
支援も立案し実行できるようになったため，行動問題
の減少につながったという報告，子どもの情報をより
細かく得ようとするようになったという報告であった。
また，対象児の行動問題の生起について評価していた
論文 2編においては，いずれにおいても行動問題の減
少が報告された。

研究における課題
　抽出された論文において今後の課題として挙げられ
た内容は以下のとおりである。
　1回のみの研修であったことから，継続的な校内研
修のあり方や校内のサポート体制について検討してい
く必要があること，研修直後の効果だけでなく，効果
の維持について検討していないこと，分析対象人数が
少数であったため一般化が難しいこと，追試や対照群
の設定によって外的妥当性を検討する必要があること，
従属変数の信頼性について検討が必要であること，文
脈整合性について検討する必要があること，支援計画
の立案について他の行動への般化に関する評価が必要
であること，であった。

考 察
　本研究の目的は，日本における教師を対象とした研
修に関する文献のうち，応用行動分析等の行動的支援
の内容を含む文献を整理し，現状と今後の課題を明ら
かにすることであった。
　文献検索の結果，抽出された論文は 6編であった。
この結果から，教師が応用行動分析の観点を学ぶ機会
である研修に関する研究は少ないことが示された。さ
らに，6編の中で通常学級の教師を対象とした論文は
2編であった。岡本（2014）によると，学校場面で行
動問題を示す児童に対する支援へのニーズは，小学校
の通常学級が最も多いことが示されており，校内支援
体制を充実させるためにも研修の必要性が述べられて
いる。一方で，道城・野田・山王丸（2008）によると，
通常学級において，学級・学校介入を行った研究は，
国内海外いずれにおいても少ないことが明らかとなっ
ている。また，庭山・松見（2016）では，応用行動分
析に基づく支援は小学校通常学級において発展してい
ないという指摘がされている。したがって，通常学級
においては支援のニーズはあるものの，そのニーズに
反して，効果的な支援方法について教師が学ぶ機会が
十分に設けられていないと考えられる。そこで，はじ
めに，通常学級の教師を対象とした研修について考察
する。
　本研究において抽出した論文を概観すると，小学校
通常学級においても研修の効果があることが示された。
平澤（2018）では，研修を実施した結果，教師の立案
した支援計画において三項随伴性に準拠した記載が増
加しただけでなく，対象児童の行動問題の減少につい
ても報告している。また，松下（2020）では，児童の
行動に関しては言及していないものの，教師は，支援
計画において，より多面的な具体策を検討できるよう
になったと報告している。これらの結果から，教師は，
研修を受講することによって，三項随伴性を用いて児
童の行動を考えられるようになり，それによって，具
体的な支援内容を考案できるようになると考えられる。
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小学校は担任制であるため，担任教師は多くの時間を
児童と一緒に過ごすことになる。そのため，児童の行
動の前後の状況を観察する機会が多い。さらに，児童
の問題となる行動の場面だけでなく，適応的な行動の
場面にも関わることができるため，代替行動について
考案しやすいと考えられる。通常学級においては，日
常的に継続的な支援が実施されることが可能であり，
それによって児童の行動変容を促しやすいため，外部
の専門家が行うよりも，担任教師が支援を実施するこ
とが望ましいと考えられる（庭山・松見，2016）。した
がって，今後は，通常学級の教師に対して，行動的支
援に関する考え方や技法が普及することで，児童への
効果的な支援に結びつくことが期待される。
　次に，研修の実施形式と内容について考察する。本
研究の結果から，研修形式や内容に関しては，ある程
度は共通していることが明らかになった。1回の研修
の実施においては，講義と演習の組み合わせが最も多
く，研修を数回実施する場合には，ホームワークが加
わっていた。大久保・井口・石塚（2015）は，対象者
が教員養成課程の大学生であったため，本研究の対象
からは除外されたが，機能的アセスメントの実施を標
的とした研修プログラムの効果について報告しており，
同じく講義と演習によって効果が示されていた。した
がって，教師を対象とした研修において，講義と演習
は欠かせないと考えられる。演習は，講義の内容を実
際の支援行動に落とし込んでいく作業となるため，研
修内容を実践場面に活かしていくためにも重要である
と考えられる。
　最後に，教師を対象とした研修に関する研究におけ
る課題について考察する。課題として，第一に挙げら
れるのは，研修の効果の維持や般化についてである（宮
本・石津・本村，2020；松下，2020；半田・加藤，
2021）。教師が，研修で得た知識等を実際の教育場面で
実行し，維持し続けるためには，児童の状態に合わせ
て，教師自身の支援行動を柔軟に変えていく必要があ
る。つまり，教師が行動的支援を実行するためには，
児童の行動を環境との相互作用で考え，分析し，先行
事象と後続事象を工夫することになる。教師の行動は，
児童の先行事象や後続事象になり得るため，教師は，
自身の行動を変化させる必要がある。一方で，教師の
行動変容には個人差があるという指摘があることから
（北口，2015），行動変容しやすい教師とそうではない
教師がいると考えられる。しかしながら，教師を対象
とした研修の効果において，教師側の要因については，
これまでに検討されていない。
　第二に挙げられるのは，研修参加者が少ないという
点である。松下（2020）では，少人数の参加者のため，
効果に関して一般化するのは難しいと述べられており，
半田・加藤（2021）では，参加者が少ないため，追試
や対照群の設定等の必要性が述べられていた。教師は

多忙であり，なおかつ，年間に多くの研修を受講して
いる。抽出された論文における研修実施時間は，研修
回数が 1回のものでも 3時間を要しており，複数回実
施しているものでは，6時間から 12時間を要していた。
日常の中で，これだけの時間を確保するのは，負担が
あることが予想されるため，参加者が少ないと考えら
れる。
　以上の 2点の課題点を踏まえると，まずは，短時間
で効果のある研修内容を実施し，その後，効果の差に
おいて教師の個人内要因がどのように影響しているの
かを検討していく必要があるだろう。研修内容を実際
の教育場面で活かして，自身の行動を柔軟に変化させ
ながら児童に対応できる教師と，そうでない教師の差
について検討していくことで，教師の支援行動向上に
関する知見が蓄積されることが期待される。
　以上を総括すると，教師を対象とした研修の現状と
して，効果について報告している文献の数は限られて
いるものの，いずれにおいても，研修の実施が教師の
支援行動に影響を及ぼしていることが示唆された。そ
して，いくつかの課題点を踏まえると，研修によって
効果的な支援方法を教師に広めていくためには，教師
の負担を考慮した上で，教師の個人内要因に着目しな
がら，日本の教師に見合った研修が実施されるように
なることが望まれる。
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